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4　意見書「実体維持計算」出現の背景
　さきに紹介したように，西ドイツ経営監査士協会の確定意見書「年度成果の
確定における実体維持の考慮について」は，基本的には，次の3つの枠組から
構成されている。まず，第1に，計算目的として，企業の実体維持という目的
が掲げられていること，第2に，計算方法として，いわゆる純実体維持方法が
採用されていること，第3に，この純実体維持のための計算は，現行法を前提
として，補助計算という形で行われることである。
　もちろん，このような内容をもつ経営監査士協会の確定意見書は，突如とし
て現われたものではない。それは，基本的には，1960年代後半以降におけるイ
ンフレーション高進のなかで，特に実務の場において，現行制度の枠内で展開
されたインフレ修正会計（lnflationsbereinigte　Rechnungslegung）ないし実体維
持計算（Substanzerhaltungsrechnungen）の成果を踏まえて形成されたものであ
る。したがって，それは，何よりもまず，実務に源泉をもつものであり，それ
が理論的展開における実体維持論議によって理論武装を施されて登場したもの
であるといえよう。まさにその意味において，本意見書は，実務先行型ないし
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実務主導型としての性格を有するのである。
　本節では，　「意見書」の源泉をなす実務における実体維持計算の展開を考察
するに先立ち，現行法のもとでインフレーションが年度決算書に及ぼす諸影
響，ならびにそれらを排除し，年度決算書の正常な機能を回復するために考え
うる措置などについて検討したい。
　1．年度決算書の機能とインフレーションによる影響
　さて，1976年夏学期に開催されたケルン大学社会経済学部（Wirtschafts－und
Sozialwissenschaftliche　Fakultat）「経営監査および企業計算ゼミナール」（Haupt・
seminar　fUr　WirtschaftsprUfung　und　Unternehmensrechnung）のく企業計算とイ
ンフレーション》に関する報告要旨によると，外部報告のにない手としての株
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）式会社の年度決算書（JahresabschluB）は，次の2つの機能を遂行する。
　（1）　情報機i能（lnformationsfunktion）
　（2）剰余測定機能（t｝berschuBbemessungsfunkti・n）一年度成果処分に関す
　　る権限限定機能（Kompetenzabgrenzungsfunktion）
　まず（1）の年度決算書の情報機能は，企業と結合した各種の利害関係老集団
一資本所有者，供給者，企業経営者，労働者，債権者等一に，その企業と
の将来の関係を決定するための意思決定の基礎として，彼らが利用しうる諸資
料を媒介することにある。
　次に，（2）の剰余測定機能の使命は，企業から剰余として最大限引き出し，資
本提供者に分配することを許される金額を確定することである。それは，株式
法第58条に規定された，企業経営者と資本所有者との間の権限限定の趣旨にも
　　　　　　（2）（注）
とついて行われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3＞　　（注）株式法第58条は，年度剰余の処分について次のように規定している。
　①定款は，総会が年度決算書を確定する場合にのみ，年度剰余から任意積立金へ金
　額を繰入れなけれぽならない旨規定することができる。こうした定款の規定にもとつ
　いて，最高限，年度剰余のY2を任意積立金に繰入れることができる。この場合，法定
　準備金に繰入れなければならない金額および損失繰越金は，前もって年度剰余から控
　除しなければならない。
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　②取締役会および監査役会が年度決算書を確定する場合には，取締役会および監査
　役会は年度剰余の一部，しかも最高限，そのY2を任意積立金に繰入れることができ
　る。定款は，年度剰余のY2より大きな部分の繰入れを取締役会および監査役会に授権
　することができる。任意積立金が資本のY2を超える場合，またはその繰入後の任意積：
　立金が資本のY2を超えるであろう限度では，このような定款の規定にもとついても，
　取締役会および監査役会は，任意積立金へ金額を繰入れることを許されない。第1項：
　第3文が準用される。
　③総会は，貸借対照表利益の処分に関する決議において，それ以上の金額を公示積
　立金に繰入れ，または利益として繰越すことができる。定款が総会にその旨授権する
　ときは，総会は，さらに，第1項による以外の処分または株主への分配以外の処分を’
　も議決することができる。
　④貸借対照表利益が法律または定款をもって，第3項による総会決議により，また
　は利益処分決議にもとつく追加費用として，株主への分配から除外されていない限
　り，株主は貸借対照表利益を要求する請求権を有する。
　⑤会社の解散前は，貸借対照表利益のみを株主に分配することが許される。
　では，これらの機能を遂行する年度決算書は貨幣価値低落のもとでどのよケ
な影響を受けるのであろうか。年度決算書に及ぼすインフレーションの影響と
して，前記のゼミナール「報告要旨」は，特に下記の3点を指摘している。
　（1）インフレーションの年度決算書に及ぼす原理的影響
　償却性固定資産の領域において，取得原価主義（Anschaffungswertprinzip）
は，調達原価にもとつく貸借対照表上の減価償却総額は騰貴した再調達原価よ
りも小さくなるという結果に導く。この減価償却の不足額だけ過小計上された．
“費用”（Aufwand）は，当然，利益の過大計上をもたらす。この利益の過大計
上分は架空利益（Scheingewinn）と名付けられる。これは実体維持概念にもと
つく架空利益である。
　棚却資産についても，原理的には，償却性固定資産の場合と同じ現象が生ず
る。ただし，ここでは，企業における拘束期間が短いために，より迅速に騰貴
した再調達原価に同化し，したがって，償却性固定資産の場合よりも小さい架
空利益がもたらされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　債務は，貨幣価値低落のために，返済の時点に至るまで，購買力を失う。そ
のため，“インフレ利益”（lnflationsgewinn）が生ずる。債権に対する影響・
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は，それと正反対である。この場合には，期間の経過とともに，購買力損失
　　　　　　　　　　　　（4）（Kaufkraftverlust）が生ずる。
　（2）段階的な影響の大きさ
　イソフレーションの年度決算書に対する影響の程度は，特に次の2つの要因
によって決定される。
　（i）　インフレーション率の大きさ
　これが大きいほど，年度決算書に及ぼす影響は大きくなる。
　（ii）　資本在高の取替の頻度
　企業における資本在高の拘束期間が長いほど，時価の調達原価からの乖離は
大きくなる。したがって，設備集約部門においては，影響の程度は，他の部門
　　　　　（5）
よりも大きい。
　㈲　年度決算書の機能に及ぼす影響
　インフレーションと取得原価主義のギャップによって，年度決算書の情報機
能は著しく侵害される。企業の財産状況は過度に不利に表示され，収益状況は
過度に有利に表示される。企業外部者は，容易に会社に関する虚偽の映像を与
えられるおそれがある。そして，それは，投資または信用許与を誤らせること
になるかもしれない。
　年度決算書の重要ないま一つの機能である剰余測定機能は，本来は費用とし
て利益を減少せしめるべき金額が利益として表示され，その結果分配対象とさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）れるおそれがあるために，阻害されざるをえない。
　2．インフレーションの年度決算書に及ぼす影響排除のための諸方策
　では，上述のようなインフレーションの年度決算書に及ぼす諸影響を排除す
るための会計的措置として，どのような方策が考えられるであろうか。この点
について，前掲の「ゼミナール報告要旨」は，現行株式法の枠内で講じられる
措置と，現行法の改訂を必要とする措置とに区分して，次のように述べてい
る。
　まず，前者に属するものとしては，第1に，任意積立金（freie　RUcklagen）
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の設定が挙げられる。さきに引用したように，株式法第58条第2項は，会社の
取締役会および監査役会に，法定準備金および損失繰越金の控除後における年
度剰余の50％までを任意積立金に繰入れる権限を与えている。また，定款の規
定が取締役会および監査役会にその権限を与えており，かつ任意積立金が未だ
基本資本（Grundkapital）の施に達していない場合には，それを超えて繰入れる
ことが可能である。さらに，同条第3項により，総会は，その処分権限の対象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のとする金額（貸借対照表利益）以上の金額を任意積立金に繰入れることができる。
　第2に，現行株式法の枠内での措置として，秘密積立金（stille　Reserven）を
設定することができる。これは，貸借対照表改策的措置（bilanzpolitische　MaB・
nahmen）である。この措置は，現行法の許容する限度内において，資産を過小
評価するか，あるいは負債を過大評価することによって行われる。ただし，こ
れが行き過ぎると，年度決算書のもつ情報機能および剰余測定機能が侵害され
　　　　　　　　　（8）るという欠陥が生ずる。
　次に，現行株式法の改訂を要求する措置には，例えぽ，年度決算書における
貨幣価値変動の影響を排除するための次のような提案が属する。すなわち，年
度決算書に付属する補助計算（Nebenrechnung）を用いて架空利益の大きさを確
定し，かつそれを利益処分の際に強制的に斜酌すべきである。この補助計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）は，決算監査人による監査の対象となる。
　この提案は，現行株式法に規定された取得原価主義にもとつく年度決算書を
基本として，そのような年度決算書に付属するサブシステムの形で，架空利益
を確定するための計算を導入し，それを利益処分の際に考慮すべきこと，およ
び決算監査人による監査の対象にすることを提示したものである。したがっ
て，それは，現行法の改訂を必要とするといっても，評価の基本原則である取
得原価主義それ自体の放棄を要求するものではなく，その基本的な枠組のなか
で，架空利益確定のための補助計算とそれに関する監査を導入するために必要
な関係諸規定の部分的手直しを求めるにとどまるのである。
　なお，　「ゼミナール報告要旨」は，年度決算書に対する貨幣価値変動ないし
物財価値変動の排除に関する制度的動向として，特にEC加盟諸国の計算規定
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の調和化の枠内で提案されたrEC第4命令」（die　4．　EG－Richtlinie）にみられ
る，償却性固定資産および流動資産の再評価または再調達価格による評価の許
容を内容とした「取得原価主義の緩和」（Aufl・cking　des　Anschaffungsprinzips）
に注意を払っているが，この「EC第4命令」における再評価ないしは再調達
価格による評価は，それが基調とする取得原価にもとつく評価の代替的評価措
置として認められたものであり，上記の「報告要旨」の提案にみられるような
取得原価主義による年度決算書に対する補助計算という趣旨のものではないこ
　　　　　　　　　　　　　　　⑩とを看過してはならないであろう。
（1）Hauptseminar　fUr　Unternehmensrechnung　und　fUr　WirtschaftsprUfung，　Som－
　mersemester　1976（Universitat　zu　KOIn），　S．3．このゼミナールは，同学部で
　「企業計算論」を担当するJ．Kloock教授がH．　Munstermann教授の協力のもと
　に，主宰したものである。本報告要旨の理論的基礎には，　同門のG．Sieben教授
　の影響が見出される。
（2）Hauptseminar……；S．3．　これと同様の見解は，次の文献にもみられる。
　　GUnter　Sieben　und　Thomas　Schildbach；Substanzerhaltung　und　anteilige
　Fremdfinanzierung．　Ein　Beitrag　zur　Behandlung　des　Schuldenproblems　in
　Jahresabschlussen　bei　Geldentwertung，　BFuP，　Jg．25．1973，　S．578．
　　Adolf　Gerhard　Coenenberg；Inflationsbereinigte　Rechnungslegung－Disku’
　ssionstand　in　Deutschland，　Die　Aktiengesellschaft（AG），　J9．20．　Nr．5（Mai
　1975），S．113．
　　なお，拙稿「西ドイツにおける資本維持論の現状一経営監査士協会意見書『実
　体維持計算』の理論的背景一｛－1」会計第111巻第5号（昭和52年5月号）参照。
（3）　この条文については，慶応義塾大学商法研究会訳「西独株式法」（昭和44年）77
　頁参照。
〈4）～（6）　Hauptseminar……　；S．4．
（7）～（9）Hauptseminar……　；S．5．
⑩　この「EC第4命令案」およびそれの基本となる「ヨーロッパ株式会社法草案」
　の計算規定全般については，次の拙稿参照。
　　「『ヨーロソバ株式会社法草案』の計算規定についてe～四」会計第104巻第3号
　～第6号。
　　「欧州共同体会計法案の概要」（江村・中村・森川　「企業会計法の研究（3）」）企業
　会計第28巻第3号。
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　　なお，このEC第4命令案における再調達価値評価をめぐる論議については，次
　の文献を参照。Hans　Havermann；SubstanzerhaltungsmaBnahman　im　Jahres・
　abschluB．　Vorschlage　zur　Harmonisierung　der　Rechnungelegungsvorschriften
　in　der　EG，　BFuP，25．　Jahrgang，1973，　S．53g　ff・
5　実務における実体維持計算の展開
　前節でみたように，「ゼミナール報告要旨」では，インフレーションの取得
原価主義にもとつく年度決算書に及ぼす弊害を除去するための手段としていく
つかの方策が提示されたのであるが，個々の企業の場においては，具体的にど
のようなインフレ会計措置ないしは実体維持計算が実施されたのであろうか。
ここでは，主として1973年10月に発表されたM．Bierichの論稿「実務におけ
　　　　　　（1＞る実体維持計算」（Substanzerhaltungsrechnungen　in　der　Praxis，　BFuP）にもと
ついて，1970年代の初めに展開されたインフレ会計実務について考察したい。
　さてsM．　Bierichの前掲の論稿には，実務におけるインフレ修正会計の代
表的事例として，特にPortland・Zementwerke　Heidelberg　AG，をはじめ，
Eternit　AG，　HaakeBeck　Brauerei　AG，　Siemens　AGおよびMannesmann
AGの5社のケースが紹介されている。
　　（1）Portland・Zementwerke　Heidelberg　AG
　　C・f）実体維持計算の導入
　当社は，特に1970年から顕著にみられた価格騰貴を背景にして，最初は1970
年度営業報告書（Geschaftsbericht）において，より詳細には，1971年度の営業
報告書において，価格騰貴の企業実体および利益表示に及ぼす影響の問題を取
り扱い，この問題についての見解とそれにもとつく架空利益の計算結果を提示
した。取締役会構成員（v・rstandsmitglied）であるP．　Schuhmacherの説明に
よると，当社は，特に価格騰貴のもとで生ずる実体損失に関する論議を提起
し，かつ利益計算に関する名目価値主義の適用から生ずる架空利益課税の結果
を公表することを意図して，あえてこのような公開に踏み切ったのであった。
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公開の結果，経済界，業界その他関係方面から，多数の反問が寄せられ，その
意図は達成されたが，当社は，権威ある工業企業の代表者および経営監査士と
の論議を踏まえて，この採用した方法を継続し，特に一定割合を超える価格騰
貴が生じた営業年度において架空利益構成部分を計算し，それを営業報告書に
　　　　　　　　　　　　　（2）表示する旨を決定したのである。そのような意味では，当社の事例は，近年，
西ドイツの会計実務にみられる実体維持計算展開の先駆的意義をもつものとし
て注目に値するのである。
　　（m）実体維持計算の内容
　さて，当社の1971年度の営業報告書によると架空利益とは，価格安定のもと
での減価償却額の再投資に対する，価格騰貴による投資超過需要に相当する利
　　　　　　　　　　　　　（3）益部分であると定義されている。この定義はもっぽら償却性有形固定資産を対
象としたものであり，同じく費用性資産に属する棚却資産に関する架空利益を
考慮に入れていない点が注目される。
　このような有形固定資産の費用化部分たる減価償却を対象とする実体維持計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）算は，特に次の4つの仮説にもとついている。なお，これらの仮説の妥当性と
その効果について詳細な説明が示されている。
　①生産能力拡大効果，合理化効果その他これに類するものは，他の事情が
等しい場合には，斜酌されない。
　②耐用年数，減価償却方法および減価償却率は，投資財価格および建設価
格の発展に依存しない。
　③企業の構造および大きさは，減価償却によって自由化された全金額の恒
久的な再投資を可能ならしめる。
　④長期的には，資本ストックは，個々の固定資産種類への配分において，
不変である。
　これらのうち，特に③の仮説から，モデル計算にもとついて，価格騰貴のも
とにおける投資超過需要を充足するためには，減価償却をその時々の貸借対照
表日の再調達価値を基礎にして計算するだけで十分であるという命題が導き出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5＞される。この命題は，すでにK．Haxによって指摘されているところである・
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　次に，上述のような意味における架空利益を計算する基礎としては，当該部
門に固有の資料が存在しない限り，連邦統計局（Statistische　Bundesamt）の調
　　　　　　　　　　　　（6）製した価格指数が利用される。さらに，架空利益計算の対象となる減価償却額
は，固定資産の取得年度，および統一価格指数の適用を受ける固定資産種類ご
とに区分して計算される。なお，M．　Bierichによると，原価計算目的のため
には，償却性有形固定資産は再調達価値により評価するのが合理的であると考
えられるから，一般に，原価計算の完備したすべての企業には，これと同じ基
　　　　　　　　　　　　　　　　（7）盤が存在すると想定できるといわれる。
　かくして，当社においては，架空利益は，当該固定資産種類に関して，当該
営業年度における調達原価または製作原価による減価償却額に，取得年度から
当該営業年度の貸借対照表日に至るまでの価格騰貴率を乗じて算定されるので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）ある。その計算は，次の公式により行われる。
　　　　　　n－1　JII　　　　　s。　一ΣΣ、4、ノ・Pσ
　　　　　　i＝1j＝1
　　　　　Sn＝n年における架空利益
　　　　　・傷＝調達年度i年の経済財ないし固定資産種類ブに対するn年の
　　　　　　　減価償却額一それは，調達原価ないし製作原価にもとつい
　　　　　　　て算定される一
　　　　　・P，，・＝　ff済財ないし固定資産種類ブの調達年度i年とn年との間に
　　　　　　　おける価格騰貴率
　　　　　i＝1，…………，n－1
　　　　ブ＝1，…………，m
　この計算公式にもとついて当社が確定した架空利益は，1971年には，1，100
万マルク＝商事貸借対照表上の減価償却8，270万マルクの13．　3％を超え，また
1972年には，1，200マルク＝商事貸借対照表上の減価償却8，220万マルクの14．6
％を超えた。それゆえ架空利益は絶対的かつ相対的に増大する傾向を示してい
　　　　　　　　　　　（9＞ることが確認されるのである。
　これらの金額は，積立金の形成によって排除されるべき架空利益をあらわ
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す。しかし，現行税法においては取得原価主義が通用するために，架空利益に
対しても最高60％の法人税および営業税が課せられる。それゆえ，このような
税率を基礎にすると，実体維持のために必要な資金の250％が税引前利益
（Gewinn　v・r　Steuern）として獲得されなけれぽならない。当社は，1971年に
1，340万マルクを，また1972年に，1，000万マルクを積立金に繰入れたが，その
うち，1971年については，500万マルク，また1972年については，1，000万マル
クはそれぞれ実体維持積立金（RUcklage　fUr　Substanzerhaltung）として設定さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aq⑪れたものであり，企業実体の真の増加とみなされないのである。
　以上紹介したように，Rortland－Zementwerke　Heidelberg　AGの実施す
るインフレ修正会計は，架空利益を，価格安定下における減価償却額の再投資に
対する，価格騰貴による投資超過需要に相当する利益部分であると規定し，そ
れにもとついて，かかる架空利益を，当該年度における取得原価による減価償
却額に，取得年度から当該年度の決算日に至るまでの価格騰貴率一それは，
主に連邦統計局の価格指数を用いて決定される一を乗じて算定して，それに
見合う金額を積立金，特に実体維持積立金として設定し，企業実体の維持をは
かるという内容をもつものであった。
　　㈲　架空利益計算の特質
　上述のような内容をもつPortland社の実体維持のための架空利益計算の骨
子を整理して示すと，次のようになるであろう。
　（1）架空利益計算の対象が有形固定資産の費用化をあらわす減価償却に限定
　　されていること，
　（2）架空利益計算の基礎として，当該部門の特殊価格資料つまり再調達価
　　格，またはそれらが欠けている場合には，連邦統計局の公表する価格指数
一　が用いられていること，
　（3）架空利益として，特に固定資産の取得年度から修正計算が行われる当該
　　営業年度末に至るまでの累積的な価格騰貴率に相当する減価償却不足総額
　　が計上される。
　（4）このようにして算定されたく架空利益〉は，それに相当する額の積立
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　　金，特に実体維持積立金の設定を通して，企業内部に留保されること。
　ところで，このようなPortland社の実体維持計算の特質ないし問題点とし
て，M．　Bierichは，特にその基礎をなす上述のような架空利益の定義に関説
　　　　　　　　　　　　　⑫して，次の2点を指摘している。
　第1は，実体維持計算のよって立つ架空利益の定義は，もっぱら償却性固定
資産を対象としたものであり，棚卸資産に関する架空利益を勘酌していないと
いう点である。
　第2は，それは，企業の資本構造を架空利益の測定基礎のなかに含めていな
いという点である。
　このうち，第1の点について，会社は，棚卸資産に関する実体維持の問題
は，免税の対象となる価格騰貴積立金（Preissteigerungsrttcklagen）設定の可能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬性によって十分に解決することができるためであると説明している。
　また，’第2の点に関して，M．　Bierichは，特に前出の当社の取締役会構成
員P．Schuhmacherが次のように自己資本に対する実体維持の必要を説いて
いることに着目し，上述のような実体維持のための架空利益計算は実体的自己
資本維持（substantielle　Eigenkapitalerhaltung）をその基本的な性格とするもの
　　　　　　　　　㈹であると規定している。
　P．Schuhmacherは，次のように述べているのである。「価格騰貴による実
体費消の危険にさらされるのは，自己実体（eigene　Substanz）のみである。そ
れゆえ，実体維持の必要は，もっぱら投下された自己資本，すなわち一特殊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮性を無視すれぽ一帳簿資本（Buchkapital）について存する」と。
　このように，Portland社の実体維持計算の性格規定が行われる限り，　M．
Bierichの指示するように，償却性有形固定資産における自己資本に帰属する
利益部分にして，価格安定のもとでの減価償却額の再投資を超える，価格騰貴
による投資超過需要に相当する部分のみが架空利益として規定されることにな
るであろう。この（実体的自己資本維持の見地からの）架空利益の定義は，会社の
，自己資本が償却性有形固定資産を超過している場合には，それに相当する流動
資産部分の導入によって拡大されるはずであるが，当社の営業報告書には，そ
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のような事実はみられない。そのことは，この事例の場合には，そのような差
額が存在しないか，あるいは存在するとしても，実質的な重要性をもたないと
いう理由をもって説明しうるように思われる。実際，この場合には，建設仮勘
定の額を控除した後における償却性有形固定資産の総額は，ほぼ自己資本の額
　　　　　　　　　⑯に一致しているのである。
　　（2）Eternit　AG
　当社の取締役会は，1971年度に関する実体維持計算の結果を株主総会で発表
した。この計算は，価格変動の有形固定資産および棚却資産に及ぼす影響を含
んでいる。それによると，償却性有形固定資産については，商事貸借対照表上
の減価償却と原価計算上の再調達価値にもとつく減価償却との差額が架空利益
として確定される。その際，再調達価値決定の基礎として，連邦統計局の価格
指数が用いられる。有形固定資産に対する約30％の他人金融は，掛酌されな
い。全部他人資本でまかなわれた棚卸資産においても，同様に，原価と価格の
騰貴が確定される。そのうち，棚卸資産の取引頻度を考慮して，％が架空利益
と見積られる。
　具体的にみると，当社は，有形固定資産については，商事貸借対照表上の減
価償却1，960万マルクの20％＝390万マルク，また棚卸資産については，110万
マルクに相当する架空利益を計上している。ただし，棚卸資産に関する計算例
の詳細は示されていない。600万マルクが課税対象となる積立金に繰入れられ
ているが，そのうち500万マルクは，確定された架空利益の補填のために繰入
れられたものである。この積立金繰入れが可能となるためセこは，収益税控除前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱に，1，470万マルク＝純額の245％が獲得されなけれぽならなかった。
　それゆえ，M．　Bierichの指摘するように，当社は，架空利益および実体維
持の概念を，さきにみたPortland・Zementwerkenとは異なった意味で用い
ている。すなわち，当社の見解によると，架空利益は，他人金融でまかなわれ
た有形固定資産および棚卸資産における価格騰貴を含むのである。したがつ
て，この場合の実体維持は，実体的自己資本維持ではなく，資産として規定さ
れた財貨量，つまり，償却性固定資産および棚卸資産の維持として理解される
（845）
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　　（3）Haake・Beck　Brauerei　AG
　当社は，1971年／72年度の営業報告書のなかで，1962年度／63年度から1971
年度／72年度までの期間における実体維持計算の結果を提示している。それ
は，償却性有形固定資産における架空利益の確定に関して，連邦統計局の価格
指数を用いて，調達価値にもとつく年度減価償却額を，調達年度と1971年度／
72年度における擬制的再調達の時点の間に生じた累積的な価格指数により表示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲するのである。その計算公式は次の通りである。
　　　　s＿A．ル＿A
　　　　S＝固定資産グループおよび年度ごとの架空利益
　　　　A＝固定資産グループおよび年度ごとの調達価値にもとつく減価償却
　　　　ル＝1973年度の擬制的再調達の時点における固定資産グループごとの
　　　　指数
　　　　ム＝調達時点における固定資産グループごとの指数
　それゆえ，当社は，さきに取り扱われた事例に比べて，特にその時々の貸借
対照表日の再調達価値と擬制的再調達の時点における再調達価値との差額に相
当する追加的架空利益一いわゆる補償効果一を計上するのである。そのよ
うな処置は，特に減価償却たより自由化された金額が恒常的に再投資されない
場合には，正当化されるが，しからざる場合には，それは，モデル計算によっ
て明らかにしうるように，財貨量の増加に導くであろう。
　当社の場合には，過去10年間における年度投資は減価償却を超過している。
それに加えて，有形固定資産のおよそ70％の他人資本による調達は，上記の公
式においては斜酌されていないが，しかし他人資本で調達された棚卸資産にお
ける架空利益が確定されないということが確認される場合には，この方法は，
棚卸資産の維持だけ減少し，かつ正当化されない補償効果だけ増加した財貨量
維持の変種（Variante　der　GUtermengenerhaltung）をあらわすのである。
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　この方法によって算定された架空利益は，調査の対象となった10年間に
1，040万マルク＝比較可能な商事貸借対照表上の減価償却7，790万マルクの13．5
％に達する。同じ期間に1，860万マルクが任意積立金に繰入れられたが，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳うち630万マルクは工場更新と実体維持のための積立金である。
　　（4）Simens　AG
　Simens　AGは，実体的自己資本維持の方法を用いている。当社は，当該営
業年度において自己資本で調達された物的資産の再投資のために（歴史的調達価
値を超えて）必要な金額を架空利益と規定している。　当社の自己資本は固定資
産全体および賃貸製作物を充足するのであるから，有形固定資産および賃貸製
作物に対する再調達価値にもとつく費消制約的な減価償却額が正規の損益計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳書に記載された減価償却額よりも大きいか否かが確定されるべきであった。
　国内および国外におけるすべてのコンツェルン会社に対して遂行された計算
によると，1971年度／1972年には，再調達価値にもとつく減価償却額は損益計
算書上の減価償却額を超過しなかった。それには，次のことが相当あずかっ
た。すなわち，株式法上の評価選択権の利用と外国コンツェルン会社の減価償
却額の歴史的為替相場による換算によって，損益計算書に記載される費用は，
税務上の効力を伴って，確定された架空利益を補償するために十分に高く評価
することができたことである。もちろん，その場合に，他の目的のために立法
者によって許容された特別償却は，部分的に，必要正常償却の性質を有するこ
とになる。
　　（5）Mannesmann　AG
　Mannesmann　AGも，実体的自己資本維持の方法を採用している。すなわ
ち，当社は，償却性有形固定資産における架空利益を，製鉄業経営経済研究所
（Betriebswirtschaftliche　Institut　der　EisenhUttenindustrie）と連邦統計局の指数
にもとついて，持分比例的な他人金融（anteilige　Fremdfinanzierung）を斜酌し
て確定するのである。それによると，個々の取得年度の価格騰貴率を基礎にし
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て，これを，取得年度後に計上された商事貸借対照表上の減価償却額に乗じ，
その積から持分比例的な他人相当額を控除して，架空利益が算定されるのであ
る。
　このようにして算定された有形固定資産に関する架空利益は，1972年度につ
いてみると，2，600万マルク＝商事貸借対照表の減価償却23，600万マルクの11
％に達したが，それは，3，000万マルクの積立金繰入れの枠内で補償されたの
　　⑳である。また，1973年度については，架空利益は3，000万マルクにのぼり，そ
れに対応して，それと全く同じ金額が任意積立金に繰入れているが，この金額
は，コンツェルン全体の利益6，600万マルクの50％近くにも相当するのであ
伽
る。
　　⑥　総　括
　上述したように，先駆的意義をもつPortland社をはじめとする5社の実体
維持計算は，いずれも，その基本線においては，原価計算上，物的資産たる有
形固定資産ないし棚卸資産の費用化額をその時の再調達価値またはそれに代る
連邦統計局の価格指数にもとついて計上するとともに，それと正規の年度決算
書上の調達価値にもとつく費用との差額（もしくはその累計額）を架空利益として
算定し，それに相当する額を積立金，特に実体維持積立金に繰入れて，企業内
部に維持拘束することを内容とするものといえるであろう。
　しかしながら，他面，このような基本的枠組のなかにおいて，これらの計算
は，特に維持対象ないしは維持尺度を資産として規定された財貨量の全体一
つまり有形固定資産と欄卸資産を含む物的全体一とするか，それとも自己資
本をもって調達されたとみなされる財産一この場合，自己資本は通常まず有
形固定資産の調達に投下されると考えられるから，特に有形固定資産部分が
優先的に取り扱おれる。そして，それを超えて自己資本が存在する場合にの
み，超過額に相当する棚卸資産その他の財産部分が維持対象に含まれることに
なる一に限定するかによって，財貨量維持（Glitermengenerhaltung）ないしは
総実体維持（Brut亡osubstanzerhaltung）と，実体的自己資本維持（substantielle
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Eigenkapitalerhaltung）ないしは純実体維持（Nettosubstanzerhaltung）との2つ
の系統に大別されるのである。すなわち，Eternit社とHaake・Beck　Brauerei
社などの計算方法は前者に属し，Portland社，　Siemens社，　Mannesmann
社などの方法は後者に属するとみることができる。
　M．Bierichは，これら2つの実体維持形態（Formen　der　Substanzerhaltung）
について，次のように述べている。実体的自己資本維持は，実体で表現された
自己資本の交換価値，すなわち自己資本によって調達された財産部分を維持す
ることを目的とするものであると定義される。それは，自己資本の名目価値を
維持するところの名目的自己資本維持（nominelle　Eigenkapitalerhaltung）とは異
り，自己資本および自己資本によって調達された財産部分の領域に関する名目
価値主i義ないし取得原価主義を止揚したものである。
　これに対して，財貨量の意味における実体維持は，概念的には，自己資本維
持と全くかかわり合いをもたない。これによって維持されるべき財貨量は，自
己資本に関連なしに，償却性有形固定資産および棚卸資産によって規定され
る。それゆえ，この財貨量を基礎にした定義は，これらの物的資産が自己資本
を超える場合一さきのEternit社の事例がこれに該当する一には，　自己
資本を基礎にした定義よりも高い実体維持要請に導くことになる。しかし，こ
の逆の場合もありうる。その場合には，自己資本を基礎にした定義の方がより
高い要請を設定することになる。もちろん，それが実行可能なためには，この
場合に部分的に一緒に維持されるべき貨幣性財産に対する指数の確定を必要と
する。これについては，Philips社が適用している生計費指数が参考になるで
あろう。
　ところで，上述のような2つの維持形態のうち，M．　Bierichによると，前
者の実体的自己資本維持は，十分な概念的かつ方法的基礎が存するために，そ
の実務への適用は何ら困難を示さない。一方，後者の財貨量維持は，従来文献
において提案され，かつ実務において適用された形態のもとでは，他人資本領
域における不足額と自己資本領域における実体損失とを区別しないために，そ
こでは・他人資本領域における不足額が自己資本領域における実体損失と同じ
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ように取り扱われることにならざるをえないのである。
　このようにして，M．　Bierichによると，実体維持方法として特に実体的自
己資本維持が選択されるのである。そこで，われわれは，次節において，この
実体的自己資本維持ないし純実体維持方法の内容および特質，ならびにそこに
含まれる問題点，さらにこの方法の当否をめぐる論議などについて，掘り下げ
て考察を企てることにしたい。
（1）Marcus　Bierich；Substanzerhaltung　in　der　Praxis，　BFuP，25．　Jahrgang．
　1973．　S．521ff．
（2）Peter　Schuhmacher，　unter　Mitarbeit　Fritz，　Goos　und　Klos；Scheingewinne
　durch　Preissteigerungen　beim　abnutzbaren　SachanlagevermOgen　und　MaBn－
　ahmen　zur　Verhinderung　ihrer　Ausschuttung，　BFuP，25．　Jahrgang，1973，　S．
　575．
（3）M．Bierich；a．　a．0．，　SS．521－522．
（4）M．Bierich；a．　a．0．，　SS．522－523．
（5）M．Bierich；a。　a．0．，　S．523．
（6）M．Bierich；a．　a．0．，　S．522．
（7）～（9）M．Bierich；a．　a．0．，　S．523．
OO）M．　Bierich；a．　a．0．，　SS．523－524．
⑪　P．Schuhmacher；a．a．0．，　S．575．
⑫　M．Bierich；a．　a．0．，　S．522．
⑱M．Bierich；a．　a．0．，　S。522．
　　ここにいう免税の対象となる価格騰貴準備金とは，EStDV第74条に定められた
　次のような内容の準備金を指すQ
　　EStDV第74条によると，正規の簿記の諸原則にもとついて，利益を確定する納
　税義務者は，当該営業年度末における再調達価格が前営業年度末における再調達価
　格を10％o以上超えた棚卸資産について，価格騰貴の営業年度において課税利益を減
　少する価格騰貴準備金（PreissteigerungsrUklage）を設定することを許容される。
　その前提は，棚卸資産については，代替可能な経済財が問題になるということであ
　る。準備金の計算のためには，それだけ期末における再調達価格が期首の再調達価
　格を10％加算して超過する比率が確定されるべきである。この比率が期末に表示さ
　れる棚卸資産に適用されるべきである。準備金繰入額の算定は，LUckeによると，
　次の公式により行われるo
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その際㌦は次のように決定される。
　　　　　PBk　　　　　　　・110㌦＝100－　　　　　PTk
記号：
R＝積立金繰入
　㌦＝積立金比率
　Mkh＝調達hから生ずる代替可能な棚卸資産々の数量
　Pkn＝棚卸資産kの調達hから生ずる購入価格
　ぬ＝調達の数
　k＝各種の棚卸資産の数
　PBk＝期首における棚卸資産の再調達価格
　PTk　＝＝　ma末における棚卸資産の再調達価格
　　EStDV第74条第5項によると，この積立金は，遅くとも，　その設定につぐ第7
　年目の営業年度の終りに至るまでに，取崩して利益に払戻されるべきである。
　Gerhard　Emmerich；Bilanzierung，　GewinnausschUttung　und　Substanzerhalt・
　ung　1976，　S．54－55．
　　Eckardtは，この価格騰貴積立金の実体維持に対する意義を詳細に考察し，10％
　の自己保持にかかわらず，一定の仮定（平均評価・在高増加）のもとで，実体が維持
　されるか，あるいは拡大されることさえあるという結論に到達した。そこでは，価
　格騰貴すれぽするほど，実体維持効果が増大することは自明あでる。H・Eckardt；
　Die　Substanzerhaltung　industrieller　Betriebe，1963，　S．94　ff・vgL　G・Emmerich
　；a．a．0，　SS．55－56．
⑯　M．Bierich；a．　a．0．，S．522．
⑮　P．Schuhmacher；a．　a．0．，　S．566．
⑯　M．Bierich；a・a・O．，　S・522・
⑰α＄M．Bierich；a．　a．0．，　S．524，
⑲　M．Bierich；a．　a．0．，　SS。527－528．
⑳　M，Bierich；a．　a．　O．，　S．528．
鋤㈱　M．Bierich；a．　a．0．，　SS．　528－529．
㈲　MBierich；a．　a．0．，　S。529．
⑫D　Ernst　Feuerbaum；Tendenzumschwung　in　der　Diskussio’n　um　die　Eliminie・
　rung　von　Scheingewinnen　in　der　Bilanz，　BFuP　26．　Jahrgang，1974・S・444・
⑳　M．Bierich；a．　a．0．，　S．529．
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鱒　M．Bierich；a．　a．0。，　SS．524－525．
㈱　M．Bierich；a．　a．0．，　S．525．
爾　M．Bierich；a．　a．0．，　S．529．
　なお，M．　Bierichは，このような財貨量維持の欠陥を克服するためには，この概
念を方法的に，　「他人資本で調達された財貨量の価格騰貴の度合に相当する，他人
資本の新規調達による実体的他人資本維持（substantille　Fremdkapitalerhaltung＞
は，その代りに，積立金形成によって達成されるというように定義づけることが合
目的である」と指摘している。彼によると，かかる定義は上述のような欠陥を除去
し，実体的自己資本維持と財貨量維持という2つの方法が架空利益の確定の際に，
財貨量が自己資本をすべての場合において，一致する成果を提供することに導くの
である。それ以外の，自己資本が維持すべき財貨量を超えるような場合は，実務で’
は，例外的であると考えられる。M．　Bierich：a．　a．0．，　S．527．
